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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地上側から列車に向けて送信される指示信号に基づいて設定される上限速度パターンと
、列車の現在速度と、に基づいて列車制御信号を生成する列車制御システムにおいて、
　所定区間の軌道を分割した軌道区間内に設置された信号供給器から発信される第一の指
示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、列車が前記所定区間に進入し、
前記軌道区間内に設置された信号供給器から発信される第一の指示信号の受信が開始され
た時点から、前記列車が第一の指示信号を特定するのに要する最遅時間を考慮した所定時
間が経過した後に到達する位置から目標停止位置までの距離以下の制御対象区間において
所定速度から所定の終端速度まで漸減する第一の上限速度パターンと、
　地上子が設置された所定の送信地点において地上側から列車の車上子に向けて送信され
る第二の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、前記地上子は前記所
定時間が経過した後に到達する位置よりも前記目標停止位置側である送信地点に設置され
、その送信地点から前記目標停止位置までの制御対象区間で所定速度から所定の終端速度
まで漸減する第二の上限速度パターンと、が用いられ、
　前記送信地点に対応する位置に列車が到来したときに送信される第二の指示信号に基づ
く前記第二の上限速度パターンが優先的に用いられることを特徴とする列車制御システム
。
【請求項２】
　地上側から列車に向けて送信される指示信号に基づいて設定される上限速度パターンと



(2) JP 4132924 B2 2008.8.13

10

20

30

40

50

、列車の現在速度と、に基づいて列車制御信号を生成する列車制御システムにおいて、
　所定区間の軌道を分割した軌道区間内に設置された信号供給器から発信される第一の指
示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、列車が前記所定区間に進入し、
前記軌道区間内に設置された信号供給器から発信される第一の指示信号の受信が開始され
た地点に対し、前記列車が第一の指示信号を特定するのに要する最遅距離を考慮した所定
距離先方側に離間した位置から目標停止位置までの距離以下の制御対象区間において所定
速度から所定の終端速度まで漸減する第一の上限速度パターンと、
　地上子が設置された所定の送信地点において地上側から列車の車上子に向けて送信され
る第二の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、前記地上子は前記所
定時間が経過した後に到達する位置よりも前記目標停止位置側である送信地点に設置され
、その送信地点から前記目標停止位置までの制御対象区間で所定速度から所定の終端速度
まで漸減する第二の上限速度パターンと、が用いられ、
　前記送信地点に対応する位置に列車が到来したときに送信される第二の指示信号に基づ
く前記第二の上限速度パターンが優先的に用いられることを特徴とする列車制御システム
。
【請求項３】
　前記第一の上限速度パターンは、パターン開始当初の速度で一定となる定速区間を有し
、
　前記第二の上限速度パターンの開始当初の速度は、前記第一の上限速度パターンの開始
当初の速度と略同じであり、
　前記第二の指示信号の送信地点は、第二の上限速度パターンの開始位置が第一の上限速
度パターンの前記定速区間内となるような位置に設定されることを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の列車制御システム。
【請求項４】
　前記第一の指示信号の前に送信される予告信号が受信できなかったときには、第一の上
限速度パターンによる列車制御信号を作成せず、列車が所定の速度以下となるように制御
することを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の列車制御システム。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれかに記載の列車制御システム用の地上装置であって、第一の指
示信号および第二の指示信号を送信する機構を備えた地上装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、地上側から列車に向けて送信される指示信号に基づいて設定される上限速度パ
ターンと、列車の現在速度と、に基づいて列車制御信号を生成する列車制御システムに関
し、特に、目標停止位置の手前でより確実に列車を停止させるための技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
自動列車制御システム（ＡＴＣシステム）では、所定区間の軌道を複数に分割した軌道区
間（閉塞区間）毎に信号供給器が設けられ、列車の上限速度を示す指示信号がこの信号供
給器からそれぞれ対応する軌道区間の軌道に供給される。
【０００３】
列車には軌道に対向して指示信号を受信する受電器が設けられ、列車では、受信した指示
信号に基づいて、表示または音声により上限速度の出力が行われたり、現在速度が上限速
度を超過した際の警報出力が行われたり、あるいは列車のブレーキあるいはモータの制御
が行われたりする。
【０００４】
このような従来の自動列車制御システムには、なるべく高速で列車を運転させつつ目標停
止位置の手前側に列車を停止させるため、軌道区間内での列車の進行とともに所定速度か
ら所定の終端速度（例えば所定の停止制御によって所定位置からほぼ所定の距離内で列車
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を停止させることができる速度；一例としては速度発電器の速度検出誤差以上に設定され
る）まで漸減する上限速度パターンに基づいて上記各種の制御を行うものがある。従来の
端末過走防護では、進入速度から終端速度（速度発電器の速度検出誤差以上：例えば７．
５ｋｍ／ｈ）までに必要な距離分だけ地上にＯＲＰ用ループが設置されている。車上装置
は、ＯＲＰ信号による上限速度パターンと列車の現在速度を比較し、上限速度パターンを
上回る速度になると非常ブレーキ制御を行う。また、ループ端末側境界から軌道端末まで
に所定の終端速度（例えば７．５ｋｍ／ｈ）から停止（０ｋｍ／ｈ）できるような距離が
確保されている。（この区間は無信号区間であり、車上装置により非常ブレーキ制御が行
われる。）このシステムでは、車上装置の記憶部に、一定距離の区間における走行位置に
応じた上限速度を示す上限速度パターンが格納されており、車上装置は、受信した指示信
号を特定し、その指示信号に示される上限速度パターンを記憶部から取得した時点以降、
そのパターンによる制御を行う。このとき、信号供給器からは、同じ指示信号（シリアル
信号）が反復して送信されており、車上装置は、信頼性確保の観点から、同じ指示信号を
所定回数（例えば２回）取得したことにより、その指示信号を特定するようにしている。
【０００５】
このシステムでは、信号供給器から指示信号の供給されるタイミングと、指示信号を受信
可能な軌道区間に列車が進入するタイミングとは、同期していない。このため、これらタ
イミングのずれに応じて、車上装置におけるシリアル指示信号の受信開始位置（ビット）
が変化する。信頼性確保の観点から、途中から受信開始された指示信号については無視さ
れるようになっている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
したがって、上記した上限速度パターンを用いる従来の自動列車制御システムでは、指示
信号の供給されるタイミングの直前に軌道区間に進入した列車では、比較的早いタイミン
グで指示信号が特定されるが、指示信号の供給されるタイミングより前または後にずれた
タイミングで軌道区間に進入した列車では、指示信号が特定されるまでにより長い時間を
要することになってしまう。上限速度パターンは、指示信号が特定されて初めて有効とな
り、また、それが有効となった地点から一定距離の区間に対して設定されるものであるか
ら、指示信号が特定されるまでに長い時間を要すると、その分、上限速度パターンの終了
地点が進行方向先方側にずれてしまう。このずれ（ばらつき）が大きいとパターン発生点
にもばらつきが生じ、そのため、停止のための余裕距離が長く必要になる。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明にかかる列車制御システムは、地上側から列車に向けて送信される指示信号に基
づいて設定される上限速度パターンと、列車の現在速度と、に基づいて列車制御信号を生
成する列車制御システムにおいて、所定区間の軌道を分割した軌道区間内に設置された信
号供給器から発信される第一の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって
、列車が前記所定区間に進入し、前記軌道区間内に設置された信号供給器から発信される
第一の指示信号の受信が開始された時点から、前記列車が第一の指示信号を特定するのに
要する最遅時間を考慮した所定時間が経過した後に到達する位置から目標停止位置までの
距離以下の制御対象区間において所定速度から所定の終端速度まで漸減する第一の上限速
度パターンと、地上子が設置された所定の送信地点において地上側から列車の車上子に向
けて送信される第二の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、前記地
上子は前記所定時間が経過した後に到達する位置よりも前記目標停止位置側である送信地
点に設置され、その送信地点から前記目標停止位置までの制御対象区間で所定速度から所
定の終端速度まで漸減する第二の上限速度パターンと、が用いられ、前記送信地点に対応
する位置に列車が到来したときに送信される第二の指示信号に基づく前記第二の上限速度
パターンが優先的に用いられることを特徴とする。これにより、受信開始から前記所定時
間以下の時間で上限速度パターンの設定が完了した場合については、より確実に目標停止
位置の手前で列車速度を所定の終端速度以下とすることができる。すなわち、この所定時
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間は、上限速度パターン設定の実質的な最長所要時間またはそれ以上に余裕を持たせた時
間として設定するのが好適である。
【０００８】
　また本発明にかかる列車制御システムは、地上側から列車に向けて送信される指示信号
に基づいて設定される上限速度パターンと、列車の現在速度と、に基づいて列車制御信号
を生成する列車制御システムにおいて、所定区間の軌道を分割した軌道区間内に設置され
た信号供給器から発信される第一の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであ
って、列車が前記所定区間に進入し、前記軌道区間内に設置された信号供給器から発信さ
れる第一の指示信号の受信が開始された地点に対し、前記列車が第一の指示信号を特定す
るのに要する最遅距離を考慮した所定距離先方側に離間した位置から目標停止位置までの
距離以下の制御対象区間において所定速度から所定の終端速度まで漸減する第一の上限速
度パターンと、地上子が設置された所定の送信地点において地上側から列車の車上子に向
けて送信される第二の指示信号に基づいて設定される上限速度パターンであって、前記地
上子は前記所定時間が経過した後に到達する位置よりも前記目標停止位置側である送信地
点に設置され、その送信地点から前記目標停止位置までの制御対象区間で所定速度から所
定の終端速度まで漸減する第二の上限速度パターンと、が用いられ、前記送信地点に対応
する位置に列車が到来したときに送信される第二の指示信号に基づく前記第二の上限速度
パターンが優先的に用いられることを特徴とする。これにより、受信開始点から前記所定
距離以内の位置で上限速度パターンの設定が完了した場合については、より確実に目標停
止位置の手前で列車速度を所定の終端速度以下とすることができる。すなわち、この所定
距離は、上限速度パターン設定の実質的な最長所要距離またはそれ以上に余裕を持たせた
距離として設定するのが好適である。
【０００９】
　また、このような構成によれば、万一前記第一の上限速度パターンが設定できないよう
な事態が生じた場合にも、この第二の上限速度パターンを用いて、列車速度をより確実に
目標停止位置手前で所定の終端速度以下とすることができる。また、第二の上限速度パタ
ーンは、第一の上限速度パターンに比して、その受信開始から短時間で、または受信開始
点から短距離で、設定されるのが望ましい。このため、例えば第二の指示信号の伝送速度
を第一の指示信号の伝送速度より高くしたり、あるいは第二の指示信号によって伝送され
る情報量を第一の指示信号によって伝送される情報量より少なくしたりするのが望ましい
。
【００１０】
　また、このような構成によれば、設定位置のばらつきの少ない第二の上限速度パターン
によって、列車速度をより精度良く目標停止位置手前で所定の終端速度以下とすることが
できる。ここで、第二の指示信号を送信する機構は例えばトランスポンダ地上子として、
また第二の指示信号を受信する機構は例えばトランスポンダ車上子として、それぞれ構成
し、トランスポンダ地上子がトランスポンダ車上子から送信された信号に対する応答とし
て第二の指示信号を送信（返信）するのが好適である。
【００１１】
また本発明では、前記第一の上限速度パターンは、パターン開始当初の速度で一定となる
定速区間を有し、前記第二の上限速度パターンの開始当初の速度は、前記第一の上限速度
パターンの開始当初の速度と略同じであり、前記第二の指示信号の送信地点は、第二の上
限速度パターンの開始位置が第一の上限速度パターンの前記定速区間内となるような位置
に設定されるのが好適である。こうすれば、使用する上限速度パターンを、その第一の上
限速度パターンからその第二の上限速度パターンに切り替えた場合にも、切り替えの前後
で上限速度が変化しないので、より円滑な制御が可能となる。このとき、第一の上限速度
パターンの設定に要する時間によらず、実質的に全ての場合について（すなわち、第一の
上限速度パターンの設定時間が最も短くなる場合から実質的に最も長くなる場合まで）、
その定速区間内に第二の上限速度パターンの開始位置が設定されるように構成するのが望
ましい。また、さらに第二の上限速度パターンについても、パターン開始当初の速度で一
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定となる定速区間を設定してもよい。
【００１２】
また本発明では、前記第一の指示信号の前に送信される予告信号が受信できなかったとき
には、第一の上限速度パターンによる列車制御信号を作成せず、列車が所定の速度以下と
なるように制御するのが好適である。列車制御システム（車上装置）が、停電などで機能
が停止した状態から第一の指示信号が送信されている軌道区間の途中で復帰し、その指示
信号の受信が開始されると、その途中位置よりさらに進行方向先方側の位置で上限速度パ
ターンが設定されてしまい、パターン終了点が目標停止位置より先方側にずれてしまう可
能性が生じる。このような構成によれば、予告信号が受信できなかったときは、第一の指
示信号の送信開始点を通過していないと見なすことができるから、そのようなずれを防止
することができる。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。図１は、本実施形態にかかる
列車制御システム１０の全体構成およびこのシステム１０において設定される上限速度パ
ターンの例を示す図、また図２は、列車１２の装置構成を示す図である。
【００１４】
図１に示す列車制御システム１０では、所定区間の軌道１４を複数に分割した軌道区間（
閉塞区間；１Ｔ～３Ｔ）毎に信号供給器１６が設けられ、列車１２の上限速度を示す指示
信号がこの信号供給器１６からそれぞれ対応する軌道区間（１Ｔ～３Ｔ）の軌道１４に供
給される。また、軌道１４に沿って（第二の）上限速度パターンの指示信号（第二の指示
信号）を送信するトランスポンダ地上子１８が設置される。なお、図１では列車１２は、
矢印の方向に進行する。
【００１５】
列車１２には、軌道１４に対向してそれに供給された指示信号を受信する受電器２０と、
トランスポンダ地上子１８の設置地点に対応する位置（地上子１８に正対する位置）でそ
の地上子１８からの第二の指示信号を受信するトランスポンダ車上子（アンテナ）２２と
、が設けられる。列車１２では、受信した指示信号に基づいて、例えば乗務員室内で表示
または音声により上限速度の出力が行われたり、現在速度が上限速度を超過した際の警報
出力が行われたり、あるいは列車１２のブレーキの制御が行われたりする。これらの制御
はいずれも車上装置２６によって行われる。
【００１６】
各軌道区間（１Ｔ～３Ｔ）の軌道１４に供給される第一の指示信号は、図１の例では、そ
れぞれ、ＹＰ４５，Ｐ４５，０１となっている。これら第一の指示信号は、例えばＦＳＫ
変調（周波数変調）またはＡＭ変調（振幅変調）された信号として送信される。目標停止
位置Ｓの手前の軌道区間２Ｔに供給される指示信号Ｐ４５は、当初速度（最大速度）：４
５ｋｍ／ｈから、終端速度（停止可能速度）：７．５ｋｍ／ｈまで漸減する上限速度パタ
ーン（第一の上限速度パターン）を指示する信号である。また、軌道区間１Ｔに供給され
る指示信号ＹＰ４５のうち、「ＹＰ」は、次の軌道区間２Ｔの信号が上限速度パターンと
して与えられることを予告することを意味し、また「４５」は、当該軌道区間１Ｔの上限
速度が４５ｋｍ／ｈ（定速）であることを意味する。すなわち、この指示信号ＹＰ４５は
指示信号Ｐ４５の予告信号に相当する。また、最後の軌道区間３Ｔの指示信号０１は、許
容停止（基本的には停止だが、徐行の許容された状態）を意味する。なお、図１の例では
、予告信号ＹＰ４５は、上限速度パターンが用いられる軌道区間２Ｔの手前の軌道区間１
Ｔに供給されたが、列車１２が軌道区間２Ｔに進入してから所定時間だけその軌道区間２
Ｔに予告信号ＹＰ４５を送信し、その後、軌道区間２Ｔに第一の指示信号を送信するよう
にしてもよい。なお、上記終端速度は、例えば所定の停止制御によって所定位置からほぼ
所定の距離内で列車を停止させることができる速度（一例としては速度検出器３０の速度
検出誤差以上、すなわち検出誤差：５ｋｍ／ｈの場合終端速度：７．５ｋｍ／ｈなど）に
設定される。
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【００１７】
図２に示すように、車上装置２６は、列車１２各部の制御を司る制御部（例えばＣＰＵ）
２８、列車１２の速度を検出する速度検出器（例えば速度発電器）３０、上限速度パター
ンなど制御部２８の制御に関する各種データを記憶する記憶部（例えばＲＡＭ，ＲＯＭ，
またはハードディスク等）３２、受電器２０からの信号を受信する受信器３４、およびト
ランスポンダ車上子２２を介した信号の送受信を行う送受信器３６を備える。このうち速
度検出器３０は、車輪の回転した回数を積算することで列車１２の走行距離を検出する距
離検出部としても機能している。また制御部２８は、上限速度パターン、速度検出器３０
から取得した列車１２の現在速度、および列車１２の走行位置（基準点からの走行距離）
に基づいて、列車１２各部を制御するための制御信号を生成する。より具体的には、例え
ば、上限速度パターンより取得された現在の走行位置に対する上限速度を列車１２の現在
速度が超過した場合には、その上限速度以下となるように制動する制御信号が生成される
。また記憶部３２には、軌道区間２Ｔからの第一の指示信号が特定されたときに設定され
る第一の上限速度パターンと、トランスポンダ地上子１８からの第二の指示信号が特定さ
れたときに設定される第二の上限速度パターンと、が格納されている。
【００１８】
ここで、二つの上限速度パターンＰ１，Ｐ２について説明する。第一の上限速度パターン
Ｐ１は、図１に示すように、第一の指示信号の受信開始から所定時間経過後に到達する位
置Ｂ１から目標停止位置Ｓまでの距離Ｌ１以下の制御対象区間Ｃ１において所定速度（例
えば４５ｋｍ／ｈ）から所定の終端速度（例えば７．５ｋｍ／ｈ）まで漸減するパターン
である。軌道区間２Ｔに列車１２が進入するタイミング、あるいは第一の指示信号の通信
状態等により、軌道区間２Ｔに列車１２が進入した時点（車上装置２６で第一の指示信号
の受信が開始された時点）から第一の指示信号が特定されるまでの時間は、それぞれの場
合で異なる。図１では、第一の指示信号が最も早く特定された場合（所要時間Ｔａ）に設
定されるパターンをＰ１ａ、また実質的に（確率的に）最も遅く特定された場合（所要時
間Ｔｂ）に設定されるパターンをＰ１ｂとしているが、本実施形態では、パターンＰ１は
、パターン設定に最も時間がかかると想定される時間（Ｔｂ）以上に時間がかかったとし
ても、目標停止位置Ｓの手前で列車速度を所定の終端速度以下とすることができるように
、余裕を持たせて設定される。こうすることで、この第一の上限速度パターンＰ１によっ
て制御されるほとんどの場合において、目標停止位置Ｓの手前で列車速度は所定の終端速
度以下となる。
【００１９】
なお、ここでは、時間的な余裕を持たせて第一の上限速度パターンＰ１を設定する場合に
ついて説明したが、この時間的な余裕は、距離的な余裕として考えることもできる。すな
わち、図１に示す第一の上限速度パターンＰ１の制御対象区間Ｃ１は、第一の指示信号の
受信開始点に対して所定距離先方側に離間した位置Ｂ１から目標停止位置Ｓまでの距離以
下の制御対象区間Ｃ１と言い換えることができる。
【００２０】
また第二の上限速度パターンＰ２は、図１に示すように、そのパターン開始位置Ｂ２から
目標停止位置Ｓまでの制御対象区間Ｃ２（距離Ｌ２）で所定速度（例えば４５ｋｍ／ｈ）
から所定の終端速度（例えば７．５ｋｍ／ｈ）まで漸減するパターンである。第二の指示
信号は、上述したように、車上子２２が地上子１８の設置地点に対応する位置にあるとき
に特定されるから、それに基づいて設定される第二の上限速度パターンは、第一の上限速
度パターンに比してばらつきが少なく、設定位置の精度が高いと言える。このため、本実
施形態にかかる列車制御システム１０では、第二の上限速度パターンが第一の上限速度パ
ターンより優先的に用いられるようになっている。上限速度パターンの詳細な切り替え手
法については後に述べる。
【００２１】
第一の上限速度パターンＰ１は、パターン開始当初の所定速度（４５ｋｍ／ｈ）で一定と
なる定速区間Ｃ１１を有する。また第二の上限速度パターンＰ２は、第一の上限速度パタ



(7) JP 4132924 B2 2008.8.13

10

20

30

40

50

ーンＰ１と略同じパターン開始当初の所定速度（４５ｋｍ／ｈ）で一定となる定速区間Ｃ
２１を有する。また第一の上限速度パターンの設定に要する時間によらず（すなわちパタ
ーンＰ１ａ，Ｐ１ｂ，Ｐ１の全てにおいて）、第二の上限速度パターンＰ２の開始位置Ｂ
２が第一の上限速度パターンの定速区間Ｃ１１内となるよう、地上子１８の位置が設定さ
れている。地上子１８の位置（第二の指示信号の送信地点）と第二の上限速度パターンＰ
２の開始位置Ｂ２との距離は、第二の指示信号の送信から第二の上限速度パターンＰ２の
設定までにに要する時間、およびそのときの列車１２の速度に依存する。このように設定
することで、パターンＰ１，Ｐ２が切り替えて用いられる場合にも、第一の上限速度パタ
ーンＰ１の設定に要する時間によらず、その切り替えの前後で上限速度が変化することが
ない。
【００２２】
次に、図３を参照して、上限速度パターンによって制御される軌道区間における制御の流
れについて説明する。
【００２３】
車上装置２６の制御部２８は、軌道区間（図１では２Ｔ）から所定回数（例えば２回）同
じ第一の指示信号（例えばＰ４５）を取得すると（第一の指示信号取得工程Ｓ１０）、そ
の指示信号の前の指示信号として予告信号（例えばＹＰ４５）を受信していたか否かを確
認する（予告信号受信済み確認工程Ｓ１２）。なお、この工程Ｓ１２を実行するため、制
御部２８は、前の軌道区間で受信した信号を記憶部３２（例えばＲＡＭ）に予め格納して
おく。
【００２４】
予告信号が事前に受信されていた場合、制御部２８は、記憶部３２から第一の指示信号に
示される第一の上限速度パターンを取得し、これに基づく制御を開始する（第一の上限速
度パターンによる制御工程Ｓ１４）。
【００２５】
次いで、制御部２８は、トランスポンダ地上子１８から第二の指示信号を取得できたか否
かを確認し（第二の指示信号の取得確認工程Ｓ１６）、正しく取得できた場合には、記憶
部３２から、その第二の指示信号に示される第二の上限速度パターンを取得し、第一の上
限速度パターンに替えて第二の上限速度パターンに基づく制御を行う（第二の上限速度パ
ターンによる制御工程Ｓ１８）。上述したように、第二の上限速度パターンは、第一の上
限速度パターンより設定位置の精度が高く、より確実に目標停止位置手前で列車速度を所
定の終端速度以下とすることができる。なお、第二の指示信号を取得できなかった場合に
は、引き続き第一の上限速度パターンに基づく制御が続行される（第一の上限速度パター
ンによる制御工程Ｓ１４）。
【００２６】
一方、予告信号を受信していなかった場合、制御部２８は、所定の低い速度（例えば所定
の終端速度：７．５ｋｍ／ｈ）を上限として列車１２の制御を行う（低速制御工程Ｓ２０
）。これにより、軌道区間の途中位置で上限速度パターンが設定されてパターン終了点が
目標停止位置より先方側にずれてしまうのを、抑制することができる。この場合にも、制
御部２８は、トランスポンダ地上子１８から第二の指示信号を取得できたか否かを確認し
（第二の指示信号の取得確認工程Ｓ２２）、正しく取得できた場合には、記憶部３２から
、その第二の指示信号に示される第二の上限速度パターンを取得し、第一の上限速度パタ
ーンに替えて第二の上限速度パターンに基づく制御を行う（第二の上限速度パターンによ
る制御工程Ｓ１８）。第二の指示信号を取得できなかった場合には、引き続き所定の終端
速度以下の速度による制御が続行される（低速制御工程Ｓ２０）。なお、これらの処理は
列車停止まで継続される。
【００２７】
なお、軌道区間３Ｔでは、第一の指示信号として「０１」（許容停止）が列車１２に向け
て送信されるが、軌道１４に沿って設置されたトランスポンダ地上子３８からもこれに並
行して第二の指示信号（例えば「０１」を示す信号）が送信される。トランスポンダ地上
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子３８から送信された指示信号の方が、軌道１４から送信された指示信号より、短時間で
特定されるから、このような構成とすることにより、列車１２は、目標停止位置Ｓを超え
て軌道区間３Ｔに進入した場合にも、指示信号をより迅速に認識して停止することができ
る。
【００２８】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、より確実に目標停止位置の手前で上限速度を所定
の終端速度以下とすることができ、列車が目標位置を超えて停止するのを抑制することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施形態にかかる列車制御システムの全体図および上限速度パターン
の一例を示す図である。
【図２】　本発明の実施形態にかかる列車制御システムの列車の装置構成を示すブロック
図である。
【図３】　本発明の実施形態にかかる列車制御システムによる制御のフローチャートであ
る。
【符号の説明】
１０　列車制御システム、１２　列車、１４　軌道、１６　信号供給器、１８トランスポ
ンダ地上子、２０　受電器、２２　トランスポンダ車上子、２６　車上装置、２８　制御
部、３０　速度検出器、３２　記憶部、３４　受信器、３６　送受信器、１Ｔ～３Ｔ　軌
道区間、Ｐ１（Ｐ１ａ，Ｐ１ｂ）　第一の上限速度パターン、Ｐ２　第二の上限速度パタ
ーン。

【図１】 【図２】
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